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軽油引取税に係る課税免除措置の取扱い

○ 軽油引取税の一般財源化に伴って、道路使用に直接関係しない用途に係るものについても、

原則として課税すべきものとなったところ。

○ ただし、これに伴う国民生活への影響等を精査するため、今回は、特に見直しが必要な次の

ものに限って廃止し、それ以外は原則として３年間延長した上で、引き続き検討することとし

てはどうか。

Ⅰ 国、地方公共団体等が使用するもの

国、地方公共団体、独立行政法人及び地方独立行政法人の業務に係るものは、揮発油税と

同様に課税。

＜主な課税免除＞ 防衛省：176.3億円、海上保安庁：20.8億円、警察庁：1.1億円、消防庁：0.3億円

Ⅱ 多額の利益を上げ、十分な担税力があると認められるもの

Ⅲ 特例利用率が極めて低く、かつ、１件当たり免税額が僅少なもの
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軽油引取税に係る課税免除措置の事業別免税見込額

公用＜自衛隊（170.2億円）、海上保安庁（20.8億円）、警察庁（1.1億円）、消防庁（0.3億円）＞

船舶

（316.5億円）

非公用（116.5億円：漁船分を除く。）

自衛隊（6.1億円）、海上保安庁（0.0億円）、警察庁（0.0億円）、消防庁（0.0億円）
公用・公共用

通信設備等

（7.1億円） 電気通信事業者（0.2億円）、放送事業者（0.1億円）

民鉄

鉄軌道事業

（78.5億円）

ＪＲ ７社（69.8億円）

その他（三セク等）（6.5億円）

大手１６社（0.2億円）

その他（2.0億円）

未定稿

農林水産業（248.8億円：漁船分を含む。）

その他（6.1億円）

その他産業

（739.9億円） 採掘事業等（164.6億円）

倉庫業等（51.3億円）

発電所等（269.1億円）

公用分計

（200億円程度）
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